
担当課 区分
新設
項目

重点
Ｐ

歳出
削減

歳入
増加

主要
ﾌﾟﾗﾝ

協議会
審議

１ 市民の参画意欲を高める市政運営

取組１ 広報活動・情報公開の充実

広報課 継続 第４回

広報課 継続 第４回

広報課 継続 第４回

広報課 継続 ○ ● 第４回

広報課 新規 ○ 第４回

取組２ 広聴活動の充実

広報課 変更 ○ ● 第４回

政策課 継続 第５回

取組３ 市民力の活用

協働推進課 変更 ○ ● 第６回

地域コミュニティ課 継続

① 福祉相談窓口 地域福祉推進課 新規 ○ ● 第６回

② 自主防災組織 防災危機管理課 新規 ○ ● 第６回

２ 経営的な視点に立った市政運営

取組４ 計画の着実な推進に向けたＰＤＣＡサイクルの充実

政策課 変更 第５回

政策課 変更 ● 第５回

財政課 変更 ○ ● 第４回

取組５ 長期的視点に立った公共資産の維持・活用

建築施設課 継続 ○ ■

建築施設課 継続 ○ ○ ■

管理課 継続 ○ ○ ■

財産活用課 新規 ○ ○ ● 第６回

政策課 新規 ○ 第５回

政策課 新規 ○ ○ 第５回

取組６ 市民ニーズや行政課題に的確に対応できる人材の育成

職員課 継続

職員課 継続 ○ ● 第６回

職員課 新規 ○ ● 第６回

政策課 変更 第５回（４）職員提案制度の充実による組織の活性化

（４）市有財産活用の推進

（５）公共施設等の整備・改修におけるPPP/PFI手法の検討・導入

（６）市民サービスの向上及び管理運営経費削減に向けた指定管理者制度の見直し

（１）多様な手法を用いた人材の育成

（２）計画的な定員の管理

（３）働き方改革によるワーク・ライフ・バランスの推進

（１）総合計画の進行管理体制の強化

（２）団体に対する補助金の適正化に向けた総点検の実施

（３）内部評価制度等に即した事務事業の最適化の推進

（１）公共施設のマネジメントの視点による公共施設の最適化

（２）公共施設のマネジメントの視点による公共施設の計画的保全

（３）インフラマネジメント計画に基づくインフラの維持管理方策の実施

（５）情報公開の充実のための文書目録の作成

（１）市長と語る会の充実 と市政運営への意見のフィードバック

（２）公募市民枠の拡充

（１）市民活動センターを拠点とした市民活動の推進

（２）市民との協働による地域運営

（３）地域で支え合う仕組みづくり

新行財政改革推進プラン（個別プラン編）の目次案

個別プラン名等

（１）充実した内容の広報紙の作成・配布

（２）ホームページの利便性の向上

（３）テレビ広報の番組内容の充実

（４）様々な情報提供媒体の活用
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個別プラン名等

３ 継続的かつ安定的な市政運営

取組７ 安定的な行政サービスの提供 

法制文書課 変更 ○

取組８ 情報通信技術の活用

情報管理課 新規 ○ ○ ● 第４回

情報管理課 変更 第４回

４ 健全財政による持続可能な市政運営

取組９ 持続可能な財政運営

財政課 継続 第４回

① 国民健康保険特別会計 保険年金課 継続 ○ ● 第６回

② 後期高齢者医療特別会計 保険年金課 新規 ○ ○

③ 介護保険特別会計 介護保険課 継続

④ 下水道事業特別会計 下水道課 継続

⑤ 競走事業会計 事業部 変更 ○

取組10 行財政改革の推進

① 総合窓口業務の民間委託の拡大 総合窓口課 継続 ○

② 市立保育所の民間活力活用の計画的な遂行 保育支援課 新規 ○ ○ ● 第６回

③ 業務量調査に基づく業務量削減及び民間委託業務の拡充 政策課 新規 ○ 第５回

① 公共施設の使用料の適正化 政策課 変更 ○ ● 第５回

② 教育に係る経費の公私負担の見直し 教育総務課 継続 ○

③ 公共施設の駐車場の有料化 政策課 変更 ○ ● 第５回

財産活用課 新規 ○ ○

取組11 歳入確保への積極的な取組

納税課 継続 ○ ● 第６回

市民税課 継続 ○

政策課 変更 ○ ● 第５回

政策課 新規 ○ ○ 第５回

資産税課 新規 ○ ○

合計： 45 14 5 13 10 20

≪備考≫

１　重　点　Ｐ ・・・第６次総合計画後期基本計画において、優先度の高い重点プロジェクトと設定している事業に関連する個別プラン

２　主要プラン・・・特に重要性が高く、具体性のある個別プラン（●：協議会で審議、■：主要だが他の附属機関等で審議するため除外）

３　審議件数 ・・・第４回協議会：１０プラン、第５回協議会：１２プラン、第６回協議会：９プラン、合計：３１プランを審議

（４）寄附を受ける環境の整備

（５）タウンページ等を活用した償却資産課税の強化

（２）特別会計の健全な運営

（１）事務事業への民間活力の導入

（２）受益者負担・公私負担の見直し

（３）庁用車のカーシェアリング等の検討

（１）公平かつ適正な収納事務

（２）市に裁量権のある税率や課税対象、課税区分の見直し

（１）文書管理システムの稼動に伴う事務の効率化

（１）基幹システムの最適化による事務作業の効率化及びコストの削減

（２）インターネットを活用した申請・届出項目の拡充

（１）市の財政状況の定期的な提供

（３）新たな施設へのネーミングライツの導入
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